
受託研究費算定基準
　地方独立行政法人京都市産業技術研究所受託研究要綱第８条に規定する受託研究費は，次のとおりとする。
１　基本料
　　当該研究に必要な基本料（人件費，光熱水費，機器損料，技術料）は，受託期間により，次の各項目の額とする。
⑴　受託期間が３箇月以内　　　　　　　　　　　１０４，７６０円
⑵　受託期間が３箇月を超え６箇月以内　　　　　２０９，５２０円
⑶　受託期間が６箇月を超え１年以内　　　　　　４１９，０４０円
· １年を超えるときは，３箇月以内ごとに１０４，７６０円を加えた額
２　直接経費
上記１に定める基本料（人件費，光熱水費，機器損料，技術料）以外の当該研究に直接必要な経費は，次の各項目で算出した積算額とする。
⑴　需用費
当該研究に使用する消耗機材，薬品（原材料を含む），印刷製本等に要する経費
⑵　旅費
当該研究に要する調査研究旅費で，地方独立行政法人京都市産業技術研究所旅費規程に定める額とする。
 ⑶　役務費
当該研究に必要な郵便料金，外部データベース使用料等とする。
⑷　外注費
当該研究に必要な外部委託費とする。
⑸　その他
上記いずれの区分にもより難い経費
３　受託研究費
上記１及び２の合計額とする。

　　ただし，次の各号に掲げる場合は，基本料を軽減することができる。
　⑴　委託者が国の機関（国以外の団体等で国からの補助金等を受け，その再委託により研究を委託することが明確なものを含む。以下同じ。)，独立行政法人，国立大学法人，地方公共団体その他公法人であって，予算又は財政事情により基本料が負担できない等の場合で，理事長がやむを得ないと認める場合
⑵　競争的資金による研究費で，当該研究費に係る基本料が措置されていない等の場合で，理事長がやむを得ないと認める場合
　附則
　この基準は，平成２７年３月１日から施行する。

　　附　則
この基準は，令和元年１０月１日から施行する。ただし，基本料の規定は施行日以降に開始する受託研究に適用し，同日前から開始する受託研究については，なお従前の例による。

